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　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。

　ここに、2022年4月1日から2023年3月31日までの事業の概況

等についてご報告させていただきますので、ご高覧賜りますよう

お願い申し上げます。

代表取締役社長　大野 達也

当期の事業概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、資源高の影
響などを受けつつも、新型コロナウイルス感染症抑制と
経済活動の両立が進む中で、アメリカ・ＥＵ・アジア向け
の輸出入は横ばいを維持しており、生産についても、海
外景気の下振れ等による影響を注視しつつ、原材料価格
の高騰や供給面での制約の影響の緩和が見られることか
ら持ち直し傾向にあります。今後先行きも含め、一層の

景気回復の動きに期待が懸かる中、ウィズコロナのもと
で、弱含んでいた消費者マインドに持ち直しの動きが見
られ、企業収益についても、現状及び先行きに対する業
況判断の上昇とともに、総じて緩やかながらも改善傾向
にあるものと目されております。
　一方、公共投資につきましては、国の令和４年度一
般会計予算の補正予算において約２兆円規模の予算措
置が講じられ、令和５年度一般会計予算の公共事業関
係費でも、当初予算は、前年度並みの予算水準となっ

53,158

2020年
3月期

62,925

2021年
3月期

60,726

2022年
3月期

61,480

2023年
3月期

売上高（単位:百万円）
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株式会社の情報です。
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ております。公共工事請負金額が、対前年同期比5.6
百億円減の99.6%の実績となりましたが、全体的に
は、補正予算の効果もあって、引き続き堅調に推移し
ていくことが見込まれております。
　このような状況におきまして、当社グループ全体で
受注活動に取り組んだ結果、当連結会計年度の受注高
は、712億６千７百万円（前年同期比7.4％増）となりま
した。前連結会計年度比で鋼構造物事業、港湾事業に
おいては減少となりましたが、建設事業において好調
でありグループ全体としては増加となりました。
　当社グループの当連結会計年度における売上高は
614億８千万円（前年同期比1.2％増）となりました。港
湾事業において減少となりましたが、建設事業、鋼構
造物事業の増加で補い、前年同様600億円台の水準を
確保いたしました。また、受注残高につきましては、
上記の受注及び売上の状況により、978億２千８百万
円（前年同期比11.1％増）となりました。
　当連結会計年度における売上原価は506億５千４百万
円（前年同期比0.6％増）となり、売上総利益は108
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親会社株主に帰属する当期純利益（単位:百万円）

億２千５百万円（前年同期比4.2％増）となりました。売上
原価は増加となりましたが利益率の向上に努めた結果、
売上総利益は増加となりました。
　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、
試験研究費、諸経費の増加により56億１千万円（前年同
期比10.4％増）となりました。営業利益は52億１千４百万
円（前年同期比1.8％減）、経常利益は54億２千７百万円

（前年同期比0.6％減）となりました。
　当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純
利益は、39億２千２百万円（前年同期比3.8％増）となりま
した。

今後の見通し

　公共投資市場は、防災・減災対策や将来を見据えた
インフラ老朽化対策の推進、整備新幹線の着実な整備
やリニア中央新幹線プロジェクトの推進、全国の高速
道路の大規模更新工事及び４車線化といった事業が
引き続き展開され、今後の建設需要は底堅い見通しで
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2023年3月期
（実績） 前年同期比 2024年3月期

（予想） 前年同期比

売 上 高 61,480百万円 1.2% 増扌 69,000百万円 12.2% 増扌

営 業 利 益 5,214百万円 1.8% 減➡ 5,200百万円 0.3% 減➡

経 常 利 益 5,427百万円 0.6% 減➡ 5,200百万円 4.2% 減➡

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,922百万円 3.8% 増扌 3,600百万円 8.2% 減➡

1株当たり当期純利益 33.76円　　 — 30.99円　　 —

1 株 当たり配 当 金 13.50円　　 — 13.50円　　 —

トップメッセージ

あるものの、働き方改革に伴う工期延伸、発注ロット
の大型化により繰越工事が増加していることによる協
力業者を含めた配置人員と受注のバランス、引き続き
懸念される地政学的影響による資源価格の高騰が経費
へ影響を及ぼす恐れや原材料価格の高騰等、今後の経
営環境は厳しさを増すことが予想され、より緻密な戦
略、対策、計画が求められるものと考えられます。
　なお、2023年度の業績予想につきましては、売上高
は前期からの豊富な繰越受注残高から増収を見込んで
おります。前期より売上進捗度が高まるセグメントは
新設橋梁（大阪モノレール、NEXCO案件等の進捗）や
ニューマチックケーソン（地下貯水施設工事等の進捗）
になりますが、補修補強（大規模更新工事の進捗）も

前期同様に高水準の売上高を維持する計画です。
　受注面では昨年同様に底堅い市況を想定しておりま
すが、競争の激化傾向は続くものと予想しており、当社
の得意とする技術や、特化工法の採用を推進し、選別
受注ができるように対応してまいります。
　利益面では、昨年実績比では若干の低下を見込んで
います。これは前期の大型工事の完工時の設計変更に
よる収益の押し上げ要因が今年度は剥落すること、ま
た今年度については竣工を迎える大型工事が総じて少
ないことによるものですが、引き続き、現場の創意工
夫で一層の利益改善に努めてまいります。
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セグメント別概況

鋼構造物事業 営業利益 501百万円

501

2023年3月期

294

2022年3月期

7,573

2023年3月期

5,240

2022年3月期

売上高（単位:百万円） 営業利益（単位:百万円）当セグメントにおきましては、売上高は
75億７千３百万円（前年同期比44.5％増）、
セグメント利益(営業利益)は５億１百万円

（前年同期比70.5％増）となりました。前
年同期比で主に新設橋梁工事、補修補
強工事における売上高の増加に伴い、利
益についても増加となりました。

売上高 7,573百万円

港湾事業 営業利益 △15百万円

857

2022年3月期

△15

2023年3月期2019年3月期

7,893

2022年3月期

3,483

2023年3月期

売上高（単位:百万円） 営業利益（単位:百万円）当セグメントにおきましては、売上高
は34億８千３百万円（前年同期比55.9
％減）、セグメント損失(営業損失)は
１千５百万円（前年同期はセグメント利益

（営業利益）８億５千７百万円）となりま
した。

売上高 3,483百万円

その他 営業利益 △15百万円

△15

2023年3月期

36

2022年3月期

174

2023年3月期

125

2022年3月期

売上高（単位:百万円） 営業利益（単位:百万円）太陽光発電による売電事業、不動産賃
貸事業及びインターネット関連事業によ
り、売上高は１億７千４百万円（前年同期
比39.4％増）、セグメント損失(営業損
失)は１千５百万円（前年同期はセグメン
ト利益(営業利益)３千６百万円）となりま
した。

売上高 174百万円

営業利益 4,740百万円建設事業

4,740

2023年3月期

4,066

2022年3月期2021年3月期

50,248

2023年3月期

47,467

2022年3月期

売上高（単位:百万円） 営業利益（単位:百万円）当セグメントにおきましては、売上高は
502億４千８百万円（前年同期比5.9％
増）、セグメント利益(営業利益)は47
億４千万円（前年同期比16.6％増）となり
ました。前年同期比で主にニューマチッ
クケーソン工事における売上高の増加に
伴い、利益についても増加となりました。

売上高 50,248百万円
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▶前中期経営計画(2020-2022年度)の振り返り

▶2030年の将来像

当社グループは、2023年度（2024年３月期）を初年度とし、2025年度（2026年３月期）までの３ヵ年を対象とした「中
期経営計画～さらなる成長に向けた競争力の向上と新たな挑戦～」を策定し、スタートさせました。ここに新中期経
営計画の概要についてご説明いたします。

■ 業績・財務指標
前中計目標

2023年3月期
前中計実績

2023年3月期

売上高 650億円 615億円

受注残高 － 978億円

経常利益 50億円 54億円

経常利益率 7.7% 8.8%

親会社株主に帰属する当期純利益 33億円 39億円

ROE ８%以上 9.7%

配当性向（配当/株） 40%程度 40.0%（13.5円）

総還元性向 40％以上 40.2%

■ 事業実績
◦  大規模更新や新設橋梁などの大型・長期工事の受注によ

り、今後数年にわたる繰り越し受注残高を確保。
◦  整備新幹線工事、大規模更新等の補修補強工事、地下貯水

設備等のニューマチックケーソン工事により、売上・収益を
確保。

◦  技術開発や生産性の向上、人財の確保・育成を進め、事業
競争力を高めた。

■ 非財務実績
株主対応・開示等
機関投資家との継続的なIR・SRミーティングの実施、コーポレー
トレポートの内容の充実、決算説明会の年２回実施
ガバナンス体制
 監査等委員会設置会社へ移行、指名報酬諮問委員会、サステナビ
リティ委員会、事業ポートフォリオ会議等を設置、運営を開始

人財と技術の多様性を活かし、社会インフラ整備の様々な需要に応え、挑戦と前進を続ける企業集団
サステナブル経営の実践 新規・周辺事業による事業領域の拡大

環境事業
海外事業

官民連携事業
橋梁維持管理事業

地域戦略事業
工場製品の外販

連結事業の強化
基幹事業の拡充

基幹事業  （PC土木、ニューマチックケーソン・一般土木、補修補強、PC建築）
連結事業 （鋼構造物事業、港湾事業）

既存事業の拡充、強化

挑戦と前進を
止めない

社会
インフラ整備

への貢献
社会から

必要とされる
価値提供

人と技術
個々の成長

多様な能力を
発揮できる組織

企業価値
競争力の向上

多様な人財の
活躍

地球環境
への貢献

地域社会
への貢献

ガバナンス
強化

イノベー
ション

事
業
間
相
互
シ
ナ
ジ
ー
の
創
出

特集：新中期経営計画
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▶新中期経営計画（2023-2025年度）策定にあたって

中期経営計画(2023-2025年度)

～さらなる成長に向けた競争力の向上と新たな挑戦～

基本方針

社会的要請と前中期経営計画からの課題
組織強化と生産性向上を図りながら主力となる基幹事業に加え、連結事業（鋼構造物事業、港湾事業）そして新規・周辺事業の強化を図っていく

社会的要請（機会） 事業戦略の方向性 経営戦略の方向性
■ 国土強靭化、防災・減災
■ 社会インフラの老朽化
■ リダンダンシー▶利便性を考慮した高

規格道路の整備
■ 地方創生と経済の活性化
■ インフラ整備の官民連携
■ 技術革新
■ 生産性
■ サステナブル経営
■ 気候変動への対応
■ 人財、働き方への多様性
■ 資本コスト経営・PBRの改善
■ リスクマネジメント、コーポレートガ

バナンス強化
■ 適切な開示

事業の安定と拡大
　➡基幹事業の充実、連結事業の強化
　➡新規・周辺事業の成長
成長力への戦略投資
　➡生産性の向上
　　設備投資やDXを通じた業務改革
　➡研究開発、技術革新
　　特化工法、材料・特許開発
　　競争力/収益力維持、強化
事業領域の拡大
　➡工場製品、地域戦略、橋梁維持管理、
　　官民連携、海外、環境事業への注力
　➡業務提携による異業種M&A、
　　市場開拓

人財の獲得・育成
　➡担い手確保、技術伝承
サステナブル経営
　➡脱炭素環境対応、D&I、
　　エンゲージメント向上
　➡モニタリング機能強化、リスク管理、
　　ガバナンス強化、
　　コンプライアンスの共有
資本効率経営
　➡積極投資と株主還元強化
　➡有利子負債活用と企業価値向上
株主との対話
　➡非財務情報等の適切開示

経営環境認識と課題

国土強靭化、インフラ老朽化対策などの社会的課題の解決に貢献し、これを業績の向上につなげる

基幹事業のさらなる充実、連結事業の強化、新規・周辺事業の成長と領域拡大を推進し、グループ全体
の発展を図る

DXや技術開発、他社・他業種との連携により、事業生産性を高める

教育、研修など“人への投資”を促進し、競争力豊かな人財の構築を図る

バランスのとれた投資、還元戦略を実行する

カーボンニュートラルに向け、脱炭素施策の推進と技術開発を継続する

1

2

3

4

5

6

中期経営計画の
基本方針
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定量目標
企業価値向上と成長戦略

持続的な売上の増加と収益の向上 成長事業の基盤固め
2023年3月期実績 2026年3月期目標

売上高 615億円 730億円
営業利益 52億円 62億円
当期純利益 39億円 45億円

前中計累計 新中計累計

投資額 120億円 220億円
2023年3月期実績 2026年3月期目標

D/Eレシオ 0.10 0.29

2023年3月期実績 2026年3月期目標

PBR 0.91 1.00以上

株主に対する還元効率
2023年3月期実績 2026年3月期目標

ROE 9.7% 9％以上

2023年3月期実績 2026年3月期目標

配当性向 40％ 50％以上
総還元性向 40％ 70％程度

投資戦略
基幹事業や連結事業（鋼構造物事業、港湾事業）の拡充と強化、新規・周辺事業の拡大を図る。

対象 総額

経常投資（既存事業継続投資） 50億円
成長投資（成長機会創出投資） 110億円
戦略投資（資本業務提携） 60億円

戦略実行に向けた組織、
体制の強化

■ 研究開発
■ M&A投資
■ 既存施設、保有機材更新

投資実績

開発投資

人財投資

アライアンス投資
（M&A）

■ 営業企画部の再編
■ 経営戦略チームの新設
■ 事業企画チームの新設
■ 外部コンサルタントの活用
■ 外部アライアンスの強化

新中期経営計画
（2023－2025年度）

220億円規模

投資総額

前中期経営計画
（2020－2022年度）

120億円

投資総額

設備投資

投資
戦略

特集：新中期経営計画
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財務戦略
キャピタル・アロケーション

経常投資

株主還元

成長投資

戦略投資

営業CF

財務CF

①堅実なCF創出力の向上
3年間の累計見込収益に加え、特
に工事代金回収期間の圧縮による
資金効率向上を図った手持ち資金
の確保

配当性向50％以上
総還元性向70％程度
⇒安定した配当の継続に加え、戦略

投資の成果を踏まえた機動的な自
己株式取得

既存事業継続の必要投資
50億円

伊藤忠と協働事業投資
60億円

グループ企業の新たな
成長機会創出のための投資枠
110億円

②財務健全性の維持
有利子負債を積極活用
D/Eレシオを0.10⇒0.29

③ 資本業務提携による第三者
割当増資
約50億円

サステナビリティ戦略

（基準年:2021年） 2021年度実績 2030年度目標

売上高 607億円 900億円
CO₂排出量（Scope1、2） 18,673t-CO₂ 19,000t-CO₂
売上高原単位 31t-CO₂/億円 21t-CO₂/億円
削減率 約31％

数値目標 2023-2025 2026-2028 2029-2030

削減率 12％ 24％ 31％
データ計測充実
削減対策

環境（カーボンニュートラルの実現に向けた取組） 人財戦略： 人財と技術の多様性を活かす働きやすさと働きがい
のある魅力的な企業づくり2030年度CO₂排出量削減目標とロードマップ(Scope1、2)

❶管理評価の拡充、体制の確立
❷具体的な削減手法の試行
❸外部イニシアティブの参画、活用

❶ ❷ ❸

多様な人財の獲得・育成
■ 多様なキャリア・経験者の獲得・育成
■ IT人財の獲得・育成
■ 個々の能力を最大限に引き出す能力開発
■ グループ間での成長ローテーション

人財のエンゲージメントの強化
■ エンゲージメントサーベイ実施、分析
■ 人事評価制度の見直し
■ サクセッションプランの実践
■ 人財データのクラウド一元管理

人財が活躍できる環境整備
■ 多様な働き方・就業制度の整備
■ 安心して働ける職場環境への取組み
■ 安全な職務環境への取組み

人財
投資

ウェブサイトＵＲＬ ：https://ir.orsc.co.jp/ja/ir/management/plan.html 
詳細は、当社ウェブサイトに掲載しております。
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ホームページのご案内
https://www.orsc.co.jp/

　西湘バイパス 酒匂IC～小田原西IC 間に位置す
る萬丈橋（上下線）は建設から40年以上が経過し飛
来塩分に起因する塩害による劣化・損傷が進んで
います。本工事は、電気化学的防食工法のうち脱
塩工法による塩害対策ならびに炭素繊維補強、外
ケーブル補強、壁高欄改良、西湘大橋（上下線）お
よび渚橋（上下線）の鋼桁補修、塗替塗装等を行う
工事です。

萬丈橋塩害対策工事現 場 紹 介

西湘大橋渚橋

萬丈橋

商 号 オリエンタル白石株式会社
創  　  業 1952年10月21日
資 本 金 10億円
従 業 員 数 724名
事 業 内 容 プレストレストコンクリートの建設工事および製造販売、ニューマチック

ケーソンの建設工事、補修補強の建設工事、耐震補強建築工事の設計・施
工、建設資材の販売、太陽光による発電事業およびその管理・運営ならびに
電気の供給、販売

所  在  地 東京都江東区豊洲五丁目6番52号
代 表 者 代表取締役社長　 大 野 達 也

会社概要 （2023年3月31日現在）

グループ会社紹介

独自の工法と特化技術で社会基盤を創造する

工 事 名 称 西湘バイパス（特定更新等）
 萬丈橋塩害対策工事（2021年度）
発 注 者 名 中日本高速道路株式会社
工 事 場 所 神奈川県中郡二宮町二宮～神奈川県小田原市風祭
工 　 　 期 2021年10月28日～2025年7月8日
工 事 概 要 脱塩工　4,578㎡【萬丈橋】
 炭素繊維補強工　18,073㎡【萬丈橋】
 外ケーブル補強工　37,675kg【萬丈橋】
 壁高欄改良工　890ｍ【萬丈橋】
 鋼桁補修工　412kg【渚橋】【西湘大橋】
 塗替塗装工　480㎡【渚橋】【西湘大橋】
 詳細設計　1式
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スリムケーソン工法
（無人掘削）

スリムケーソン艤装設備 作業の順序

　本工事は、西知多道路　東海ジャンクション接続部の南端に位置し、供用中の西知多
産業道路に接続する荒尾OFFランプ橋の下部工２基を、スリムケーソン工法にて築造す
る工事です。
　西知多道路は、中部国際空港と伊勢湾岸自動車道を連絡し、名古屋都市圏自動車専
用道路網を形成することで、知多地域の交通混雑の緩和、さらに中部国際空港ダブルネ
ットワーク化に寄与する、延長約18.5kmの高規格道路です。
　この西知多道路の北区間は、供用中の西知多産業道路に併走する形態で整備が計画
され、北端は供用中の東海ジャンクションに接続されます。供用中の高速道路・ランプ橋および西知多産業道路（自動車専用道）に近接
した狭隘な施工ヤードでの施工が必要であることから、下部工には小断面に対応したスリムケーソン工法が多く採用されています。
　西知多道路関連工事は、多数の工事が分割して発注されていることより、当社は、元請、下請の両方の請負形態で受注しています。
これまでに、14基（8工事）が発注され、6基が完了し、現在7基が施工中および施工準備中です。

西知多道路荒尾OFFランプ橋下部工事現 場 紹 介

スリムケーソン施工状況

工 事 名 称 令和3年度　247号西知多道路荒尾OFFランプ橋下部工事
発 注 者 名 国土交通省　中部地方整備局　愛知国道事務所
工 事 場 所 愛知県東海市東海町
工 　 　 期 2022年2月14日～2023年6月30日
工 事 概 要 荒尾OFFランプ橋　橋梁下部工（RC構造）２基
 PL1橋脚：ニューマチックケーソン基礎φ7000(円形)・沈設長 24.000m　最大気圧 0.18MPa　RC橋脚工　H=15.5m 
 PL1橋脚：ニューマチックケーソン基礎φ7000(円形)・沈設長 22.500m　最大気圧 0.15Mpa　RC橋脚工　H=12.6m （梁部PC緊張有り）

PL2 橋脚
PL1 橋脚

スリム用天井走行式
ケーソンショベル

ペアシャフト

ペアロック

小断面（40m2未満）の
機械化施工により、効
率化・大深度施工が可
能になりました。

螺旋階段の昇降によ
り、安全性が向上しま
した。

Step1
狭隘地・既設構造物に近接している場
所では、防護矢板を打設し、盤下げ等
を行います。

Step4
ケーソンを所定の深さまで沈めたら、作
業室にコンクリートを打設します。

Step2
掘削用の設備を取付けます。これを艤装

（ぎそう）といいます。

Step5
作業室のコンクリートが固まったら、設備
を解体します。これを、艤装解体（ぎそう
かいたい）といいます。

Step3
作業室内部を掘削しコンクリートの重さ
でケーソンを沈め２ロットを打設します。こ
の時、作業室の中に圧縮空気を送り続け
ます。

Step6
その後、上部の橋脚を打足し、橋脚の
完成となります。

重量のあるロックが最
下部に配置され、初期
掘削のケーソン安定性
が向上しました。
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グループ会社紹介

実 施 現 場
 西日本高速道路株式会社発注　松山自動車道　
長谷川橋耐震補強工事　（愛媛県四国中央市）

会社概要 （2023年3月31日現在）

商 号 日本橋梁株式会社
創  　  業 1919年7月7日
資 本 金 4,000万円
従 業 員 数 115名
事 業 内 容 橋梁等の鋼構造物の設計・製作・架設・補修補強工事
所  在  地 大阪府大阪市西区江戸堀一丁目9番1号
代 表 者 代表取締役社長　坂 下 清 信

　日本橋梁では若年層の建設業界への就業意欲を高めるため、積極的に現場見学会や
インターンシップを開催しています。
　設計担当や施工管理の従業員からの説明を受けながら、普段はなかなか見ることの
できない橋梁の施工現場を間近に見ていただき、橋梁業界ひいては土木・建設業界へ
の理解を深める機会を提供しております。

学生向け現場インターンシップ採 用 活 動

ホームページのご案内
https://www.nihon-kyoryo.co.jp/ 

美しく豊かな国土の建設に貢献
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ホームページのご案内
https://taikoh-giken.co.jp/

　主要地方道府中町田線（第18号）鎌倉街
道 関戸橋は、多摩川に架かる上流側と下流
側の2つの橋で構成されており、今回施工
する下流側は昭和12年に架けられた橋で、
約85年が経過し老朽化が進んでいます。
　関戸橋の架け替え工事は、老朽化の改善
と耐震性の向上により、災害時の復旧活動
が円滑に進められることを目的としています。

関戸橋 架替工事現 場 紹 介

商 号 株式会社タイコー技建
創  　  業 1971年2月1日
資 本 金 2,000万円
従 業 員 数 42名
事 業 内 容 建設機材の設計・製作、建設機械の維持管理、設備工事・技術サポート、

建設工事（ニューマチックケーソン、橋脚耐震補強 等）
所  在  地 茨城県つくば市緑ケ原一丁目1番地2
代 表 者 代表取締役　 松 野 明 浩

会社概要 （2023年3月31日現在）

確かな技術力をもとに、総合サービスでお応えします。

工 事 名 称 下流橋下部工事（4南東―関戸橋その12）
発 注 者 名 東京都建設局→株式会社フジタ
工 事 場 所 東京都府中市住吉町二丁目地内から多摩市関戸二丁目地内
工 　 　 期 2022年11月14日～2023年5月31日
工 事 概 要 ニューマチックケーソン沈下掘削工2基
  P5橋脚： 矩形14.0m×10.5m、掘削長14.821m、掘削面積147㎡、

掘削土量2,179㎥
  P6橋脚： 矩形14.0m×10.0m、掘削長14.864m、掘削面積140㎡、

掘削土量2,081㎥
函内ケーソンショベル

掘削状況(夜間) 施工状況(昼間)
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グループ会社紹介

港湾・土木・建築工事を営む総合建設会社です。
会社概要 （2023年3月31日現在）

商 号 山木工業株式会社
創  　  業 1941年4月1日
資 本 金 6,000万円
従 業 員 数 72名
事 業 内 容 港湾・土木・建築工事、省エネ建材の販売
所  在  地 福島県いわき市平谷川瀬3丁目1番地４
代 表 者 代表取締役社長　小 峰 良 介

　本工事は、福島県いわき市遠野町の「湯本スプリングスカ
ントリークラブ」のカート橋架替工事です。一般道上部をカー
ト道が立体交差している鋼製カート橋で、老朽化による架け
替えが検討されていました。弊社は、ゴルフ場開業時に、ク
ラブハウスの建築工事に携わっており、以来、クラブハウス
のメンテナンス工事の発注をいただいておりました。
　この度、橋梁架設を主要事業とするオリエンタル白石（株）
の子会社となったこともあり、カート橋の架替工事の施工会
社としてご指名いただきました。グループ内各社のアドバイ
スを受けつつ、2024年2月の完成を目指し施工中です。

現 場 紹 介

ホームページのご案内
https://www.yamakiind.jp

湯本スプリングスカントリークラブカート連絡橋架替工事

工 事 名 称 湯本スプリングスカントリークラブカート連絡橋架替工事
発 注 者 名 緑化開発株式会社
工 事 場 所 福島県いわき市遠野町
工 事 概 要 鋼製カート連絡橋　上下部工
 橋梁上部工 L=70.35m
 橋梁下部工　逆T式橋台 2基　壁式橋脚 1基

施工写真1

施工写真２
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建設業に様々なカルチャー・テクノロジーを掛け合わせ、
建設業界を再起動（リブランディング）

　本プロジェクトは、“建設業を若者の人気職業へ”をスローガンに掲げる「CREATIVE LAND
プロジェクト」の一環として、「映画×建設」で建設業に意識の向いていない多くの一般の方々に
建設業に興味を持ってもらうキッカケを作り出すことを目的として、普段の生活の中では触れる
機会のない建設工事を題材に、短編映画『ROADING...』を制作しました。
　本作は、VR空間と現実世界を通し、孫と祖⽗という歳の離れた二人の⼼の交流を描いてい
ます。注目の俳優と名優の共演により、年齢差を越えて育まれる孫と祖⽗の⼼温まる映画が誕
生しました。

プロジェクト紹介 「映画×建設」短編映画『ROADING...』制作

ホームページのご案内
https://creative-land.jp/

当社は、伊藤忠商事株式会社と資本業務提携を締結し、第三者割当増資による約50億円の資金調達を実施いた
しました。

● 床板の外販強化
● 工場製品の外販強化
● 特化工法の採用の拡充
● ニューマチックケーソン顧客基盤拡大
● 建築事業の連携相手拡大
● 官民連携事業の協働推進
● 資材調達条件の改善
● 企業買収戦略のノウハウ提供、支援
● 新規事業領域への支援（海外、環境、港湾他）
● 戦略企画の助言・サポート
● 人財育成支援

期待される波及効果

資本業務提携による戦略投資
TOPICS

顧客基盤
資材調達

国内外
企業連携

企画力
資金力
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連結貸借対照表の概要

連結損益計算書の概要

POINT 1
流動資産は、前連結会計年度に比べ13.0％増加し
515億７千９百万円となりました。これは主に現金及び
預金が５億９千万円、受取手形・完成工事未収入金等
が47億５千７百万円、未成工事支出金が３億７千１百万
円増加したことなどによるものであります。

流動資産

POINT 4
固定負債は、前連結会計年度に比べ7.9％減少し55
億８千万円となりました。これは主に退職給付に係る
負債が２億６千７百万円増加しましたが、長期借入金が
５億８千８百万円、繰延税金負債が２億１千万円減少し
たことなどによるものであります。

固定負債

POINT 2
固定資産は、前連結会計年度に比べ0.6％減少し
152億７百万円となりました。これは、投資有価証券
が２億６千２百万円、繰延税金資産が２億９千３百万円
増加しましたが、減価償却費等により有形固定資産が
１億６千６百万円、無形固定資産が５億１百万円減少したこ
となどによるものであります。

固定資産

POINT 5
純資産は、前連結会計年度に比べ6.7％増加し416
億１千７百万円となり、自己資本比率は62.3％となり
ました。

純資産

POINT 3
流動負債は、前連結会計年度に比べ23.2％増加し
195億８千９百万円となりました。これは主に預り金が
４億５百万円減少しましたが、支払手形・工事未払金
が10億２千９百万円、未払法人税等が８億４百万円、未
払消費税等が14億７千９百万円増加したことなどによる
ものであります。

流動負債

資産合計
66,787

負債純資産合計
66,787

負債純資産合計
60,952

当期末
2023年

3月31日現在

当期末
2023年

3月31日現在

負債
25,170負債

21,962流動資産
51,579

固定資産
15,207

資産合計
60,952

前期末
2022年

3月31日現在

流動資産
45,645

固定資産
15,306

流動負債
19,589

純資産
41,617

固定負債
5,580

前期末
2022年

3月31日現在

流動負債
15,901

純資産
38,989

固定負債
6,060

■ 前期（2021年4月1日～2022年3月31日）
■ 当期（2022年4月1日～2023年3月31日）

売上高 売上総利益 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

61,480

10,825

5,214 5,427

3,922

60,726

10,392

5,308 5,460

3,778

（単位:百万円）

（単位:百万円）

連結財務諸表
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連結キャッシュ・フロー計算書の概要

当期・次期の配当および配当方針の変更
当期業績等を総合的に勘案した結果、当期の配当金につきましては、普通株式１株
当たり13.5円とさせていただきました。
当社は、配当の実施については、期末配当の年１回を基本的な方針としておりまし
たが、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、2024年3月期より中間
配当を実施することといたしました。
次期につきましても、基本方針に従い年間普通配当金については当期と同額の
13.5円を予定し、可能な限り株主の皆様への利益還元に努めてまいります。

POINT 6
営業活動による資金の増加は40億8千1
百万円（前年同期比53.1％減）となりました。
これは主に減価償却費14億8千8百万円、
売上債権の増加42億3千万円、仕入債務
の増加10億2千9百万円、未払消費税等の
増加14億７千９百万円、法人税等の支払額
12億７千１百万円、税金等調整前当期純利
益54億８百万円などによるものであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー POINT 7
投資活動による資金の減少は12億3千1
百万円（前年同期比36.6％減）となりまし
た。これは主に有形固定資産の取得によ
る支出９億１千万円、投資有価証券の取
得による支出３億４千１百万円などによる
ものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー POINT 8
財務活動による資金の減少は22億5千9
百万円（前年同期比8.0％増）となりまし
た。これは主に長期借入金の返済によ
る支出6億5千8百万円、配当金の支払額
12億8千6百万円などによるものであり
ます。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当期
（2022年4月1日～2023年3月31日）

現金及び
現金同等物の
期首残高
13,312

営業活動
による

キャッシュ・フロー
4,081

投資活動
による

キャッシュ・フロー
△1,231 財務活動

による
キャッシュ・フロー
△2,259

現金及び
現金同等物の
期末残高
13,903

現金及び
現金同等物の
期首残高
8,653

営業活動
による

キャッシュ・フロー
8,694

投資活動
による

キャッシュ・フロー
△1,942 財務活動

による
キャッシュ・フロー
△2,092

現金及び
現金同等物の
期末残高
13,312

前期
（2021年4月1日～2022年3月31日）

13.50

6.50

7.00

40.0

2023年3月期2021年3月期

（予想）
13.50

2024年3月期

■ 第2四半期末　■ 期末　　 配当性向

11.00

33.9

2022年3月期

1株当たり配当金（単位:円）／配当性向（単位:%）

（単位:百万円）
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　2022年12月から2023年2月に実施した「株主アンケート」におきましては、数多くの株主様
よりご回答を頂戴いたしました。ご回答いただきました株主の皆様におかれましては、お忙し
い中ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。厚く御礼申し上げます。
　なお、頂戴いたしました株主様からの貴重なご意見・ご要望等につきましては、今後の
経営やIR活動等の参考にさせていただきたいと存じます。
　以下に、今回の「株主アンケート」の結果についてご報告させていただきます。

「株主アンケート」概要

アンケート方法
WEBでのアンケートを
実施（「中間株主通信」に
概要を掲載）

アンケート対象者 2022年9月30日時点
株主名簿記載の株主様

アンケート対象人数 22,433名
アンケートご回答数 1,699名
アンケートご回答率 7.6％

■ 男性 74.9%
■ 女性 25.1%

ご回答いただきました株主様の性別

■ 29歳以下 4.9％
■ 30～39歳 17.5％
■ 40～49歳 26.2％
■ 50～59歳 22.4％
■ 60～69歳 16.2％
■ 70～79歳 10.5％
■ 80歳以上 2.2％

ご回答いただきました株主様の年代

当社株式を購入された際、重視されたポイントをお選びください。
（複数回答）（上位5位）

28.1%事業の将来性

21.9%

35.1%収益性・利益性

28.6%業績

事業内容 37.2%

株価・チャートの動き

Q

長期保有 50.9%

35.3%

12.8%

1.0%

状況を見て買い増し

状況を見て売却

その他

今後の当社株式に関して、あなたのお考えに近いものをお選びください。Q

安定配当 63.1%

22.7%

9.0%

4.5%

0.7%

企業価値の向上

株主優待

自社株買い

その他

今後、株主還元として、当社に最も期待することは何ですか？Q

株主アンケート結果
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会社概要（2023年3月31日現在）

商 号 オリエンタル白石株式会社

創  　  業 1952年10月21日
資 本 金 10億円
従 業 員 数 （連結）953名　（単体）724名
事 業 内 容 •  プレストレストコンクリートの建設工

事および製造販売
• ニューマチックケーソンの建設工事
• 補修補強の建設工事
• 耐震補強建築工事の設計・施工
• 建設資材の販売
•  太陽光による発電事業及びその管理・

運営ならびに電気の供給、販売
所  在  地 東京都江東区豊洲五丁目6番52号
Ｕ  Ｒ  Ｌ https://www.orsc.co.jp/
上場証券取引所 東証 プライム市場
主 要 取 引 銀 行 株式会社三菱UFJ銀行

株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行

取締役（2023年6月23日現在）

株式の状況（2023年3月31日現在）
発行可能株式総数 138,809,400 株
発行済株式の総数 122,498,436 株
株 主 数 22,516 名

大株主（2023年3月31日現在）

所有者別状況

122,498,436株

自己名義株式
5,638,146株

（4.60%）

外国法人等
30,603,988株

（24.98%）

その他の法人
9,633,819株

（7.86%）

金融商品取引業者
3,600,425株

（2.94%）

金融機関
29,094,000株

（23.75%）

個人・その他
43,928,058株

（35.86%）

（注）持株比率は、発行済株式総数から自己株式を控除した株式数を分母に用いて算出し
ております。

代表取締役社長 大 野  達 也

取 締 役 正 司  明 夫

取 締 役 橋 本  幸 彦

取 締 役 水 野  敏 昭

社 外 取 締 役 加 藤  英 明

社 外 取 締 役 酢 谷  裕 子

社 外 取 締 役 森 永  博 之

社 外 取 締 役 磯 和  春 美

取締役（監査等委員） 竹 田  雅 明

社外取締役(監査等委員) 小 島  公 彦

社外取締役(監査等委員) 千 葉  直 人

株 主 名 持株数 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,096千株 12.91％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11,191千株 9.57％

ＧＯＬＤＭＡＮ SＡCＨS ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 9,378千株 8.02％

村上　貴輝 4,056千株 3.47％

山内　正義 2,541千株 2.17％

J.P. MORGAN SECURITIES PLC FOR AND ON BEHALF 
OF ITS CLIENTS JPMSP RE CLIENT ASSETS-SEGR ACCT 2,002千株 1.71％

株式会社Ｍ Ｉ ２ 1,651千株 1.41％

オリエンタル白石社員持株会 1,554千株 1.32％

ＢＮＹＭSＡＮＶ ＡS ＡＧＥＮＴ／CＬＩＥＮＴS ＬＵＸ 
ＵCＩＴS ＮＯＮＴＲＥＡＴＹ １ 1,420千株 1.21％

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ CＨＡSＥ ＢＡＮＫ３８５７８１ 1,204千株 1.03％

企業情報
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〒135-0061 東京都江東区豊洲五丁目6番52号（NBF 豊洲キャナルフロント）
TEL.03-6220-0630　 FAX.03-6220-0641　URL.https://www.orsc.co.jp/

見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザインフォントを採用しています。
この冊子は環境保全のため、植物油インキとFSC®認証紙を使用しています。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日までの1年
基 　 準 　 日 定時株主総会の議決権　3月31日

その他必要があるときは、取締役会で決議し、あらかじ
め公告する一定の日
期末配当金　3月31日

公 告 方 法 当会社の公告方法は、電子公告とする。
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公
告による公告をすることができない場合の公告は、日本
経済新聞に掲載して行う。

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

（ 同 連 絡 先 ） 東京都府中市日鋼町1-1
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送先）〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
 0120−232−711

株主メモ

　当社では証券市場で株式を売買できる取引単
位（単元株式）を100株とさせていただいており、
単元未満株式（1～99株の株式）については、証
券市場においては売買することができません。
　そのため、ご所有の単元未満株式を当社が買
い取らせていただく制度（単元未満株式の買取
請求）がございます。
　単元未満株式の買取請求に関するお手続の詳
細については、お取引先の証券会社等（口座管
理機関）にお問い合わせのうえ、お手続くださ
い。また、特別口座に記録されている単元未満
株式の買取請求をされる場合は、特別口座の口
座管理機関である三菱UFJ信託銀行株式会社に
お問い合わせのうえ、お手続ください。

単元未満株式の買取制度について

　単元未満株式の買取制度を利用
単元未満株式を当社に対して市場価格で売却する制度です。

50株をお持ちの
株主様

具体例

買取制度をご利用 当社に50株売却

50 株

50 株

現金化 ¥ ¥ ¥ ¥ ¥ ¥

WEBサイトのご案内

https://www.orsc.co.jp/

最新のIR情報など、様々な情報を提供しておりますので、
ぜひご覧ください。

QRコード➡

オリエンタル白石 検索

表紙写真について
名 称：佐世保道路　竹辺１号橋他２橋（PC上部）工事
工 事 概 要：西九州自動車道（相浦中里IC～佐世保中央IC間）の

４車線化工事
 箱桁橋、コンポ桁橋、プレテン桁橋、RC多主版橋

と構造形式が違う3橋を同時に施工
工 期：2022年4月6日～2024年10月21日
施 工 会 社：オリエンタル白石株式会社

第72期 株主通信
2022年4月1日から2023年3月31日まで

証券コード：1786

人と技術を活かし、

常に社会から

必要とされる集団を

目指す。
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